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【R4.6月改訂版】糸島市立東風小学校 いじめ防止基本方針
糸島市立東風小学校

１ いじめの定義といじめに対する基本的な考え方

(1) いじめの定義

児童等に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等当該児童と一定の

人間関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネ

ットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心

身の苦痛を感じているものをいう。（「いじめ防止対策推進法」より）

(2) いじめに対する基本的な考え方

いじめ問題に迅速かつ組織的に対応するために、いじめに対する認識を全教職員で

共有する。そして、いじめは、どの学校・どの学級でも起こりうるものという基本認

識に立ち、すべての児童を対象に、いじめに向かわせないための未然防止・早期発見

・早期対応に取り組む。

２ いじめの防止等のために本校が実施する施策

（１）学校いじめ防止基本方針の策定

（学校いじめ防止基本方針）

第１３条 学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、そ

の学校の実情に応じ、当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本

的な方針を定めるものとする。

本校では、糸島市立東風小学校いじめ防止基本方針を策定し、いじめの防止のため

の取組を総合的かつ効果的に実施する。

（２）学校におけるいじめ防止等の対策のための組織

① 校内いじめ問題対策委員会

校長、教頭、主幹教諭、生徒指導担当、養護教諭、担任、スクールカウンセラー、

スクールソーシャルワーカー（以下SC、SSWという。）等からなる、いじめ防止等の

対策のための校内いじめ問題対策委員会を設置し、必要に応じて委員会を開催する。

② 教職員研修会

いじめの問題に関する教職員の資質の向上を図るため、講師等を招聘し、いじめの

問題に特化した研修会を少なくとも年間１回は実施する。

③ 職員会議・ ｢子どもを見つめる会」

月に一度の職員会議や、毎週金曜日に行われる「子どもを見つめる会」において、

全教職員で配慮を要する児童について、現状や指導についての情報交換及び共通理解

を図る。

（３）いじめの未然防止

① 学級経営の充実

○ 「教育相談アンケート」「学校生活アンケート」「学校生活多面的調査」「いじめ

チェックリスト」「保護者アンケート」「学年研修会」「ＱＵ調査」等の結果や、「教

育相談箱」の活用を通して児童の実態を十分に把握し、よりよい学級経営に努める。
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○ 積極的な生徒指導に努め、児童一人一人が成就感や充実感をもてる授業の実践に

努める。

② 道徳教育及び体験活動の充実

○ 常に相手を意識し行動できる思いやりの心と規範意識及びねばり強く取り組むた

くましい心を育てる。

○ 相手を意識した思いやりの心を中核にした「やさしさの花を咲かせる活動」とそ

の時の自分の心を見つめる「特別の教科道徳」の学習指導を通して、最後までねば

り強く頑張る自分のよさの内面的自覚を図るとともに、そのよさを自分の行動を指

標とする規範意識を育てる。

○ 全ての教育活動において道徳教育を実践し、人権尊重の精神や思いやりの心など

を育てる。

③ 相談体制の整備

○ 年に1回のＱＵ調査結果の考察から対応策を考え、職員会議や校内研修で共通理

解を図る。

○ 「教育相談アンケート」「学校生活アンケート」「いじめチェックリスト」「保護

者アンケート」「学年研修会」「ＱＵ調査」等の結果や「教育相談箱」の活用を通

して、学級担任による教育相談を行い、児童理解に努める。

○ 南風相談等の専門機関やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等

との連携を通して教育相談の充実に努める。

④ 児童の主体的な活動の推進（児童会活動の充実）

○ 児童会主体の挨拶運動や廊下の通り方の取組等、積極的な生徒指導を行う。

○ 望ましい人間関係づくりを目指して、縦割り活動（ブロック活動）を推進する。

⑤ インターネット等を通じて行われるいじめ防止の啓発活動

○ 「私たちの道徳」等を用いて、情報モラル教育を行う。

○ ＳＮＳの使い方に関する注意事項を配付して学級懇談会で話題にするとともに、

「保護者と共に学ぶ規範意識育成事業」を通して、ネットいじめ防止の啓発に努め

る。

⑥ 新型コロナウイルス感染症及びワクチン接種等によるいじめ防止の啓発活動

○ 「コロナウィルス３つの顔」の資料を用いたり、心理や福祉を専門とするスクー

ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等と連携したりして、児童及び家庭

や地域に対して感染症等の正しい知識の周知や道徳教育の充実、差別やいじめ防止

の啓発に努める。

○ ワクチン接種は強制でないこと、身体的理由等により接種ができない人や望まな

い人があり、その判断は尊重されるべきであることなどを指導し、保護者にも理解

を求めたり、差別やいじめ防止の啓発に努めたりする。

○ 上記のようないじめを認知した場合は、いじめを受けた児童への心のケアに対し

て専門機関と連携して迅速な対応を図るとともに、いじめを行った児童をはじめ、

全児童に対して、再度偏見や差別等が起きないための道徳教育を実施する。

⑦ 校区事業等の連携協力体制の整備

○ 保幼小連絡会を通して就学前情報交換や交流学習を行う。

○ 校区事業等で小中学校間の情報交換や交流学習を行う。

○ 年２回の学校運営協議会において、いじめ防止の取組等について報告し、取組の

点検・評価を行う。
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（４）いじめの早期発見

① 保護者や地域への働きかけ

○ 保護者が、法に規定された責務等を踏まえて児童の規範意識を養うための指導等

を適切に行うことができるよう、リーフレット等の配付を行う。

○ 相談窓口の周知や、学年学級懇談会、「保護者と共に学ぶ規範意識育成事業（ネ

ットいじめ防止）」を通して、いじめ早期発見の啓発に努める。

○ 地域に対して、登下校時の見守り隊によるいじめ等を見逃さない見守り活動の協

力を依頼する。

② 保護者や地域、関係機関との連携

○ 保護者、学校の信頼関係を築き、円滑な連携を図るように努める。

○ 保護者からの相談には、家庭訪問や面談により迅速かつ誠実な対応に努める。

○ 必要に応じて、教育委員会、子ども課、南風相談、スクールカウンセラー、スク

ールソーシャルワーカーなどの関係諸機関と連携して課題解決に臨む。

③ アンケートの実施、教育相談箱の設置

○ 「教育相談アンケート」「学校生活アンケート」「学校生活環境多面的調査」「い

じめチェックリスト」「保護者アンケート」「ＱＵ調査」を実施するとともに、「教

育相談箱」を設置し、実態把握とその後教育相談を行う。

○ 児童の様子が気になる場合には、家庭訪問等を通して保護者の思いをくみ取る。

④ 児童観察・ノート指導

○ 児童の休み時間や放課後の課外活動の中で児童の様子に目を配ったり、個人ノー

トや日記などから交友関係や悩みを把握したりする。

（５）いじめの早期対応

① いじめ事案の通報

○ いじめに関する相談を受けた場合、速やかに管理職に報告し、事実の有無を確認

する。

② 事実確認及び教育委員会への報告

○ いじめの事実が確認された場合、その結果を教育委員会へ報告する。

○ 校内いじめ問題対策委員会を開き、対応を協議する。

③ 被害児童・加害児童への支援・指導・助言

○ いじめをやめさせ、その再発を防止するため、いじめを行った児童への毅然とし

た指導とその保護者への助言を継続的に行うとともに、いじめを受けた児童・保護

者に対する支援を継続して行う。

○ 全校児童に対し、いじめ再発防止のための指導（学級活動や道徳学習等）を行う。

④ 被害児童が安心して教育を受けられるための措置

○ いじめを受けた児童が安心して教育を受けられるために必要があると認められる

ときは、保護者と連携を図りながら、一定期間、児童（いじめを行った児童又はい

じめを受けた児童）を別室等において学習を行う等の措置を講ずる。

○ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等を配置し、心のケアを行

う。

⑤ 保護者間のトラブルの防止

○ 関係保護者との連絡・相談を密に行い、事実に係る情報を関係保護者と共有する

ための措置を講ずる。

⑥ 警察との連携

○ 犯罪行為として取り扱うべきいじめについては、教育委員会及び警察署等と連携
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して対処する。

⑦ 児童に対する適切な懲戒

○ いじめを行っている場合であって教育上必要があると認めるときには、学校教育

法第１１条の規定に基づき、適切に、当該児童に対して懲戒を加えるものとする。

３ 重大事態への対処

（１）重大事態の意味及び学校による調査

重大事態の意味については、次のとおりとする。

○ いじめにより児童の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認

めるとき。

・児童が自殺を企図した場合

・身体に重大な傷害を負った場合

・金品等に重大な被害を被った場合

・精神性の疾患を発症した場合

○ いじめにより児童が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑い

があると認められるとき。なお、相当の期間とは、年間３０日を目安とする。

ただし、一定期間、連続して欠席しているような場合には、上記目安にかかわ

らず迅速に調査に着手する。

児童や保護者から「いじめられて重大事態に至った」という申立てがあったときは

適切かつ真摯に対応する。

① 重大事態の報告

○ 重大事態であると判断した場合、教育委員会を通じて市長へ事態発生について速

やかに報告する。

② 調査を行う組織の設置

○ 教育委員会と協議の上、「学校いじめ問題対策委員会」を母体とし、当該調査の

公平性・中立性を確保するために、外部の専門機関からの推薦等により、当該重大

事態事案の状況に応じて、弁護士や医師、学識経験者、心理や福祉の専門家等の専

門的知識及び経験を有する者であって、当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係

又は特別の利害関係を有しない者（第三者）で組織する。

③ 事実確認のための調査

○ 当該重大事態に至る要因となったいじめ行為がいつ（いつ頃から）、誰から行わ

れ、どのような態様であったか、学校がどのように対応したかという事実関係を可

能な限り網羅的に明確にする。その際、積極的に資料を提供する。

○ いじめられた児童からの聴き取りが可能な場合は、当該児童や情報を提供した児

童を守ることを最優先とした調査を実施する。

○ いじめられた児童からの聴き取りが不可能な場合は、当該児童の保護者からの要

望・意見を十分に聴取し、迅速に今後の調査について協議し、調査に着手する。

（２）調査結果の提供及び報告

① いじめを受けた児童及びその保護者に対する情報提供

○ いじめを受けた児童やその保護者に対して、調査により明らかになった事実関係

（いじめ行為が、いつ、誰から行われ、どのような態様であったか、学校がどのよ

うに対応したか）について、適時・適切な方法で説明する。

○ 情報の提供に当たっては、他の児童のプライバシー保護に配慮するなど関係者の

個人情報に十分配慮するとともに、教育委員会から、情報提供の内容・方法・時期
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などについての指導を受けた上で行う。

② 調査結果の報告

○ 調査結果については、教育委員会を通じて市長に報告する。

○ 上記①の説明の結果を踏まえて、いじめを受けた児童又はその保護者が希望する

場合には、いじめを受けた児童又はその保護者の所見をまとめた文書の提供を受け、

調査結果の報告に添えて市長に送付する。

４ 学校評価・教員評価

① 取組の評価

いじめに関する取組についての評価は、ＰＤＣＡサイクルに基づき行う（児童支援

部・教員による評価、保護者評価、学校関係者評価）。

② 評価結果の活用

評価については、いじめの有無やその多寡のみを評価するのではなく、児童理解や

未然防止、早期発見などの取組について評価し、その結果を以後の取組に生かす。

５ いじめの防止等の推進体制

【いじめ問題対策委員会の組織図及び構成員】

【校内いじめ問題対策委員会】

【いじめ問題対策委員】 〈関係機関〉 〈対応〉

校長，教頭，主幹教諭， ＋ＳＣ 担任，学年主任，主幹教諭，

生徒指導担当，学年主任，担任， ＳＳＷ 生徒指導担当，教頭，校長

養護教諭

いじめ 緊急対応会議 〈情報収集〉

発生・発見 いじめ問題対策委員 担任，学年主任，主幹教諭，

生徒指導担当，教頭，校長

児童支援部



- 6 -

一次対応（緊急対応）

いじめの発見本人の訴え

児童生徒からの報告

「サイン」の発見

保護者からの報告

いじめられた児童生徒 保護者との連携 いじめた児童生徒

周囲の児童生徒

○事実関係の把握

○心のケア
・安全の確保
・全面的な支援

○事実関係の報告

○信頼関係の構築

○事実関係の把握

○事実関係の確認生徒指導委員会

協働体制の確立
指導方針の共通理解教育委員会への報告 関係諸機関との連携

いじめられた児童生徒 保護者との連携 いじめた児童生徒

○プロジェクト
チームによる支援

○指導方針の伝達
○協働意識の向上

○いじめの態様に
応じた指導・助言

学級での指導
当事者意識の高揚、共感的人間関係づくり、
自己存在感を実感できる学級づくり

三次対応（長期対応）

いじめられた児童生徒 保護者との連携 いじめた児童生徒

○適応の促進
○対人関係能力の向上

○家庭の教育力の向上 ○規範意識の育成
○人間関係づくりの改善

全校での指導
人権意識を高める道徳・特別活動等の実践
いじめ問題を解決できる学級・学年集団育成の指導の充実

二次対応（短期対応）

いじめの未然防止に向けた取組

管理職への報告

いじめ・問題行動への対応


